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京都府中小企業団体中央会

キミが笑えば　私が笑う　私が笑えば　みんなが笑う　そしてみんな輝いている
京都人権啓発推進会議／京都府中小企業団体中央会

平成30年　新年賀詞交歓会を開催
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　平成30年1月4日（木）、京都ブライトンホテルにおいて恒例の新年賀詞交歓会を開催、府内中小企業団体の代表者
をはじめ、行政機関、関係機関等より約350名が参集し年頭の挨拶を交わした。
　渡邉隆夫会長は、「今年9月に京都で開催される中小企業団体全国大会に是非参加してほしい。そして、まち全体で
迎え入れるおもてなしの心による、全く新しい形での全国大会を開催したい。また、中小企業振興に対して、虚業で
はない、モノづくりなどの実業を大切にした京都の振興を図っていきたい。」と新年の挨拶を述べた。
　続いて、ご来賓を代表して、山田啓二京都府知事、門川大作京都市長よりご祝辞を賜った後、新年の門出を祝い、
一般社団法人京都銀行協会土井伸宏会長のご発声により伏見の銘酒で乾杯を行い新たなスタートを切った。

渡邉会長

山田京都府知事

土井京都銀行協会会長

門川京都市長

池本副会長
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特集 京都府の労働事情①
～平成29年度 中小企業労働事情実態調査報告書 要約版 ～

　本会では、京都府内の中小企業の経営状況等を的確に把握するため、中小企業の抱える課題を様々な視座から分
析し、各事業主・事業所の個性がいかんなく発揮される環境整備に資するため、昭和39年より「中小企業労働事
情実態調査」を実施しています。
　ここでは、「平成29年度　中小企業労働事情実態調査報告書」の内容を抜粋し、全2回にわたってご紹介します。

（1）従業員数の推移
　従業員数（京都府計）については、性別では「男性」が7,840人、「女性」が3,448人で、男女ともに前年度調
査と比べ減少している。
　雇用形態別についても、「正社員」「パートタイマー」「派遣」「嘱託・契約社員」ともに減少傾向となっている。

（1）週所定労働時間
　従業員の週所定労働時間をみると、京都府計で「40時間」
が46.8％で最も多く、次いで「38時間超～40時間未満」

（22.0％）、「38時間以下」（16.8％）、「40時間超～44時
間以下」（14.4％）と続き、全国平均と比べ「38時間以下」
と「40時間超～44時間以下」のスコアがやや高くなって
いる。
　産業別にみると、「40時間超～44時間以下」のスコアが、
製造業では11.3％であるのに対し、非製造業は17.7％と
6.4ポイント上回っており、非製造業の方が週所定労働時
間が長くなる傾向がみられる。
　具体的な業種では、「総合工事業」「職別工事業」「小売業」
などで「40時間超～44時間以下」のスコアが高い。一方、

「食料品製造業」「繊維・同製品製造業」「対個人サービス業」
などでは、「38時間以下」のスコアが高くなっている。規
模別にみると、「40時間超～44時間以下」は「1～9人」
の事業所が多く、「100～300人」の事業所は1件もない。

（※「木材・木製品製造業」「窯業・土石製品製造業」「情報通信業」

は母数10未満のため参考数値）

2.　従業員の労働時間

1.　従業員数

（2）常用労働者の性別構成
　常用労働者の性別構成をみると、京都府計では、男性70.3％に対し女性29.7％で、全国平均とほぼ同じ割合である。
　女性の割合を産業別にみると、製造業（30.6％）が非製造業（28.6％）を2.0ポイント上回る。規模別にみると、「1
～9人」の事業所が34.9％で最も多い。
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（1）採用実績
　京都府計の平均採用人数を全体的にみると「大学卒:事務系」が2.17人で最も多く、次いで「短大卒:事務系」2.00
人、「高校卒:事務系」1.86人と続き、事務系の採用が多いと言える。学卒種別8種別中2.00人に達したのは、前々
年度調査1種別→前年度調査2種別→今回2種別と横ばい傾向となっている。

（2）充足率
　前年度調査の実績と比べると、学卒種別8種別のうち、増加した種別はなく、「高校卒:技術系」「高校卒:事務系」「専
門学校卒:技術系」「大学卒:技術系」「大学卒:事務系」の5種別で減少、「専門学校卒:事務系」「短大卒:技術系」「短
大卒:事務系」が前年度調査と同じ100.0％の充足率となっている。

（3）初任給
　全体的に初任給の増減傾向をみると、前回・今回ともに回答のあった8種別のうち「高校卒:技術系」「高校卒:事
務系」「短大卒:技術系」の3種別で増加傾向がみられ、「専門学校卒:技術系」「専門学校卒:事務系」「短大卒:事務系」

「大学卒:技術系」「大学卒:事務系」5種別では減少傾向がみられた。「短大卒:技術系」では11,635円増と増加額が
大きく、一方「専門学校卒:技術系」では15,282円減と減少額が大きかった。また、全国平均との比較では8種別中、
4種別で全国平均を上回った。

（4）平成30年3月の採用計画・採用予定人数
　平成30年3月期の採用計画をみると、京都府計で「ある」
とする回答は17.1％で、全国平均を10.0ポイント下回った。
　産業別に、採用計画のある事業所割合をみると、非製造業

（18.3％）が製造業（15.9％）を2.4ポイント上回っている。
　具体的な業種では、「機械器具製造業」（38.1％）、「職別工
事業」（34.6％）で30.0％を超えるスコアがみられた。
　規模別に採用計画のある事業所割合をみると、前年度調査
同様に大規模事業所ほど多く、「1～9人」の事業所が5.5％
であるのに対し「100～300人」の事業所では63.6％と、規
模別の差異が顕著である。
　平均採用計画人数は、京都府計で、高校卒2.45人、専門学
校卒1.46人、短大卒1.13人、大学卒2.10人で、いずれも全
国平均を下回った。具体的な業種では「対個人サービス業」
の高校卒採用計画人数が6.00人と多くなっている。

（※「木材・木製品製造業」「窯業・土石製品製造業」「情報通信業」は母
数10未満のため参考数値）

　有給休暇については、京都府計で平均付与日数15.6日（前年度調査15.2日）、平均取得日数7.3日（同6.8日）、
取得率は50.4％（同49.3％）で、いずれも微増傾向である。
　産業別にみると、平均付与日数は製造業が非製造業より1.0日多く、平均取得日数は非製造業が製造業より0.1
日多い。所得率は非製造業が製造業より3.7ポイント上回っている。
　具体的な業種でみると、平均付与日数は「機械器具製造業」「対事業所サービス業」などが比較的多い。平均取
得日数は「職別工事業」「小売業」などで多く、取得率においても「職別工事業」「小売業」が高く60.0％を超え
ている。規模別にみると、平均付与日数、平均取得日数とも顕著な差異はみられないが、取得率では「1～9人」
の事業所が58.8％と高くなっている。

（※「木材・木製品製造業」「窯業・土石製品製造業」「情報通信業」「運輸業」「対個人サービス業」は母数10未満のため参考数値）

3.　従業員の有給休暇

4.　新規学卒者の採用

（2）月平均残業時間
　月平均残業時間については、京都府計は9.9時間で前年度調査より0.5時間多く、全国平均より2.1時間少なくなっ
ている。全国平均との差異は前年度調査と同じである。
　産業別にみると、製造業（10.9時間）が非製造業（8.7時間）を2.2時間上回った。製造業、非製造業ともに前
年度調査を上回っている。具体的な業種では、「運輸業」（30.9時間）が最も多く、「繊維・同製品製造業」（3.8時
間）が最も少ない。「運輸業」は前年度調査より9.9時間増となっている。規模別にみると、大規模事業所ほど残
業時間が多く、「1～9人」の事業所では4.1時間であるのに対し、「100～300人」の事業所では18.4時間に達する。

（※「木材・木製品製造業」「窯業・土石製品製造業」「情報通信業」は母数10未満のため参考数値）
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中央会NEWS中央会NEWS
京都府知事・京都市長との合同懇談会を開催

企業組合部会　組合運営研究会を開催

　平成29年12月25日（月）、鶴清において、京都府知事・京都市長と本会役員と
の合同懇談会を開催した。京都府からは山田啓二知事、山下晃正副知事をはじめ幹
部の方が、京都市からは門川大作市長、岡田憲和副市長をはじめ幹部の方が、また
本会からは渡邉隆夫会長をはじめ40名の役員が出席した。
　懇談会では、渡邉隆夫会長より山田啓二知事、門川大作市長に要望書が手渡され、
終始和やかな雰囲気の中で懇談を行った。
　京都府・京都市への要望は、重点要望事項と分野別（業界・組合別）要望事項か
らなり、重点要望事項では、「中小企業の人材の確保・育成対策、事業承継等に対
する支援の充実」、「第70回中小企業団体全国大会京都開催に係る支援」、「官公需
対策の強化」、「中小企業支援の拠点としての京都経済センター（仮称）機能整備等」、

「伝統産業の振興対策」、「東京オリンピック・パラリンピックを契機とした府内広
域観光推進と実現に向けた体制整備」をあげている。更に、京都府には、「地域経
済の均衡ある発展と中小企業支援」、「ものづくり中小企業支援の強化」を、京都市
には「京都市中小企業未来力会議の機能強化による中小企業振興施策の構築」、「地
域創生のための新交通体系の構築」、「産学公連携の推進」をあげ、府市協調による
中小企業支援策の更なる推進を求めている。

　平成29年11月22日（水）、ホテルモントレ京都において、本会　企業組合部会（部
会長:都企業組合　君川英夫専務理事）組合運営研究会を開催し約50名が出席した。
株式会社スプラム　代表取締役・中小企業診断士　竹内幸次氏を講師にお招きし、

「IoT、AI等の現状と中小・小規模事業者への影響並びに活用策」と題して、IoT（イ
ンターネット・オブ・シングズ）やAI（人工知能）等の新技術を活用したデジタル
ビジネスの現況や、これらが中小・小規模事業者の経営にどのような影響があり、
また、どのようにして商売に活用・結び付けていけばよいのか等について解説、ご
講演いただいた。
　今後の通信速度（5G）は膨大なデータを一瞬に送受信、情報を提供することで
お金が返ってくる時代が始まろうとしている（情報銀行構想）。需要創造のため、ホー
ムページの多言語化などネットを使って情報の継続発信。これからは今までと違っ
た10年が来るということを前提に考え、1年間位かけてITの動き、IoT、AIで何が
どう変わっていくのかを、真剣に考えていかなければならないことを認識すべきと
結ばれた。
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京都府中小企業団体中央会　機関紙「協同」
平成30年度有料広告の募集について

　本会では、平成30年度に発行する機関紙「協同」の有料広告を募集します。得られた広告料収入は、中小企業組合をは
じめ傘下の中小企業者の経営に役立つ有意義な情報提供事業を行うため、有効に活用致します。

■機関紙「協同」について
①発　行　日　毎月1日
②発 行 部 数　1,300部
③サ イ ズ 等　A4版　8ページ、2色刷り
④配　布　先　本会会員、関係機関、報道機関　等

■掲載対象
　本会会員組合、特別会員、賛助会員及び会員組合傘下
の企業。

■広告掲載内容について
　広告の内容が以下に該当する場合は、掲載をお断り致
します。
①公の秩序または善良の風俗に反するもの
②政治活動・宗教活動・意見広告に関するもの
③その他広告媒体に掲載する広告として妥当でないと会
　長が認めるもの

■掲載サイズ及び料金について
※　掲載場所につきましては、ご相談の上、本会指定の場
　所となります。

■申込締切
　平成30年度年間通しての掲載を希望される場合は、平成
30年2月28日（水）までにお申し込み手続きをお願いします。
なお、単月の有料広告につきましては随時募集しておりま
すので、お気軽にご相談下さい。

＜ お問合せ・お申込先＞ 
京都府中小企業団体中央会　　担当：総務情報課　　075–314–7131
〒615–0042　　京都市右京区西院東中水町17番地　　京都府中小企業会館4階

サイズ 掲載料
（1回あたり） 年間掲載料

A4　　全　面
縦27.2cm×横

18.5cm
50,000円 480,000円

＠￥40,000

A4　　1/2
縦13.3cm×横

18.5cm
30,000円 240,000円

＠￥20,000

A4　　1/3
縦8.8cm×横

18.5cm
20,000円 120,000円

＠￥10,000

A4　　1/6
縦4.3cm×横

18.5cm
縦8.8cm×横9.1cm

10,000円 96,000円
＠￥8,000
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中小企業団体情報連絡員12月分報告より
■全体的には足踏み状態で推移

業界景況天気図 概　　　　況

全　体
11月→12月

　　
　景況感に改善が見られる業界もあるが、全体的には足踏み状態が続いている。原油・原材料の値上がり、需要の低迷、
消費者ニーズの変化など経営課題は多くあるが、特に人手不足の慢性化は深刻な経営課題となっている。

製造業

11月

↓
12月

繊維工業
　　 　洋装関連、和装関連ともに動きが鈍く低迷が続いており、2018年に向けての明るい展望が見えない。

出版・印刷
　　

　印刷業界はデジタル化によるコスト削減を達成した一方、受注価格の低下と競争が激しくなり、長らく続く景気の
低迷や印刷需要の減退も相俟って依然として厳しい経営環境下におかれている。

鉄鋼・金属
　　

　全体としてやや上向きで安定している。前年同月と比較しても業況はやや良く、業界では自動車関連が良い。組合員企業から今
後の課題として、「材料の入手に不安を感じている。さらに材料の値上げが懸念される」との声があがっている。

一般機械等
　　

　技術・技能を継承すべき人材の確保に注力しているが困難な状況が継続している。高い有効求人倍率、若年層のも
のづくり離れ、拡大する大手企業との給与格差等大きな課題が山積するなか更に悪化することが予測される。

その他製造業
　　

　プラスチック製品製造業では、引き続き自動車部品、電子部品、精密機器部品、産業用機器部品を中心に堅調さが
持続している。3月頃までは盛り上がりは欠くもののこのまま推移するものと見込まれる。

非製造業

11月

↓
12月

卸　　売
　　

　生鮮食料品卸売業では、年末らしくない年末の商いとなり、従来の商習慣が完全に崩壊したのではないかと思うくらい低調な商いであった。繊維・衣
服等卸売業では、糸価格の高騰が続いており、それに伴って生地価格は値上りしているが、取引先の仕入抑制などから産地の生産数量は減少している。

小　　売
　　

　家電小売業では、各家電メーカーが各組合店で「年末の売り出し」を実施しており、状況的にはほぼ前年同月実績を確保してい
るが、家電商品の販売については総体的に厳しく他の商材（リフォームや設備関連商品）でマイナス分をカバーしている状況である。

商 店 街
　　

　株価が上がり大手企業の業績は上がっているように報じられているが、末端の商店街ではまだまだ厳しい景況である。ま
た、10月の台風の影響が出ているのか野菜、特にキュウリや葉物の値上がりがあった。

サービス
　　

　旅館・ホテル業では、宿泊客の動きは落ち着いた状態で推移している。年末年始は施設により若干の違いがあるが、
全般的には緩い状況だったようだ。

建　　設
　　

　居宅の増改築の仕事が出てきており、ようやく好況の波及効果がここまで届き始めたのかと思われる。ただ、建築関連職人が不
足している。建築職人の一人親方が一番多い京都であっても職人の人手不足に陥っており、将来の心配の種である。

運輸・倉庫
　　

　燃料価格は未だ上昇を続けている。タクシー会社は乗務員不足の深刻化が一層進み、コールセンターでは日々受注
すれどお断りをせざるを得ない状況が続いている。

京都経済お天気

無い袖を振る
会長コラム No.64

　振袖を着て成人式に参加する女性にターゲットを絞った貸衣装業。昔からある何でもない
貸衣装屋の商売だが、現在は、本来販売が生業の呉服屋が、次々と成人式に特化した貸衣装
業に乗り出している。その過程で、いわゆるコンサル屋といわれる人たちに相談する店も多
いようだ。
　さて、本日、成人式を台無しにして逃げ回っていた、「はれのひ」の社長がテレビで謝っていた。
「隠れるつもりはなかった」「騙すつもりはなかった」と言い訳に終始していたが、許される
ことではない。この社長、もともとは呉服小売店を対象にしたコンサルティング業を行って
いた。先週の週刊新潮にそのあたりのことが詳しく書かれていたので、紹介する。
　「はれのひ」の社長が、コンサルティング業を行っていた頃の顧客の一人であった呉服店の

オーナーの話である。年間60着程度だったその店の売上が、300着に増えたそうだ。月10万円のコンサル料で数年
続けたが、それに見合う売上の伸びが見られなくなったので、契約を終了した。すると、その半年後に店の目と鼻
の先に「はれのひ」が出店し同様の商売を始めた。しかも、社員を2人引き抜かれたそうである。
　さて、振袖の販売・レンタル・写真撮影をパッケージ販売するのが、この「はれのひ」の商売である。非常に高
額であるため、当然ローンが入っており、契約時に決済するであろうから、社長の手元には現金があるはずである。
しかも、この商売、原価が安く利益が出る。なぜ、あれだけの負債をかかえ、成人式を目前に夜逃げすることになっ
てしまったのか。よほど杜撰な経営をしていたとしか思えない。またしてもキモノ業界のイメージダウンなのだが、
悲しいかな、業界には同じ穴のムジナがいることも否めない。
　「はれのひ」の社長がテレビで謝り、消費者が怒る。よく見かけるシーンだが、どんなに謝られても被害者の心は
まったく晴れない。無い袖を振り続けた男の末路である。
　前文「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した」
　今も昔も騙す人は多い。
� 会長　�渡邉　隆夫

快晴
� DI値�40以上

晴れ
� 20〜40未満

くもり
� 20未満〜△20未満

小雨
� △20〜△40未満

雨
� △40以上
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表紙タイトル「協同」背景色は、京都府印刷（工）が京にゆかりのある名前を
付した12色を創作したうちの「柴漬け色」です。
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